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住居の構造安全性に関する意識調査

－その１　心理学的手法による意識抽出のための基礎調査一

尚綱女学院短大　○平田京子　　日本女大家政　石川孝重

　目的　建築構造技術の発達した今日，住まい手は災害に遭遇しない限り，家屋の構造的

な安全やその保証方法に対する意識は漠然としているのが実状である。日常いだいている

安全意識にこうした傾向が強いことは，我々が行った予備調査においても明らかである。

が，新しい構造設計法である限界状態設計法では，住まい手の安全に対する意識も安全性

決定の重要な要素と考えられる。したがって，住まい手の構造安全意識の現状を把握し，

経済性とも関連する住居の安全性能の要求水準を解明する必要がある。しかし，個人のあ

いまいな意識構成を要因ごとに分離し，信頼度の高いデータとして抽出できる方法は，既

往の研究では認められない。そこで本研究では心理学的手法を用いたアンケート調査を行

い，個人の意識構成の特徴さらには全体傾向を明らかにする。

　方法　本報告では心理学的手法に基づくアンケートを作成し，その信頼度を高めるため

に行った90名の女子大学生に対する基礎調査結果を報告する。作成に先立ち，構造安全意

識を構成する各因子（尺度）を抽出した。アンケートは性格検査に準じた３件法の回答形式

とし，各尺度について数問ずつ設問した。設問順序は回答を歪めないよう配慮した。

　結果　多変量解析等により各自の回答を分析した上で，心理学的手法に基づく信頼度分

析等を行い，質問の再編成を行うことで信頼度を高めた。また，各回答の単純集計からは，

災害経験の有無，恐い災害の順位，構造に関連する知識の保有状況，現在の構造レベルの

把握状況などが分かった。また安全であればいいというだけでなく，種々の使用限界（不

快振動. たわみ，ひびわれ等）に関しても，質を要求する回答の多いことが特徴的である。

2lp-10 住宅選択行動に関する研究　４

-　住宅形式志向の背景要因（情報、心理）に関する一考察　一

大阪女子短大　　小倉育代

目的　集合住宅供給の増加に伴い、集合住宅居住文化なるものが明らかに形成されようと

している今日、一戸建て住宅か集合住宅かといった国民的課題ともいえる住宅選択の持つ

意義は大きい。これを適正化ざせることを目的とし、本報においては選択行動に関わる背

景要因を情報面ならびに心理面に求め。その特性を明らかにすることを課題としている。

方法　「住居学」を受講する女子学生（2回生）を対象に住意識に関する調査ならびにＹ

Ｇ検査を実施するとともに、父母に対しても彼女たち自身による聞き取り調査を実施した

後者についてはレポート提出させ、これに分析、検討を加えた。

調査時期は、前条が1993年１月、後者が冬期休暇中、有効票は107サ｀ンブルである。

結果　①居住志向　集合住宅居住に対して、消極的な場合が大多数を占めるものの約８割

が居住の可能性を抱いており、住宅の選択範囲を拡大し得る点においては好ましい。

②情報要因　家庭内において住宅に関する会話は約半数交わされており、家族の意見に触

れる機会を持っている。父母と本人の考え方に相違があると感じている場合に集合住宅を

志向する度合いが相対的に高まる傾向がみられ、日常生活のなかから入手する情報源とし

て興味深い。③心理要因　性格的要因との関わりを試験的に捉えたところ、内向的な要素

を持つ場合他に比べて集合住宅をプラス評価する度合いが高まる傾向がうかがえた。
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